
事業用・貸付事業用宅地等の判定チェックリスト

被相続人 相続開始日

申告期限 対象宅地

誤りやすい4点（国税庁チェックシート3面と No.4124 の要件に沿って確認する）

論点 確認すること 判定の時点 判定 確認資料 備考

3年以内事業宅地等 相続開始前3年以内に新たに事業の用に供された宅地ではないか 相続開始前3年 所得税青色申告決算書、開業の記録

3年以内事業宅地等 3年以内でも、建物・構築物・減価償却資産の相続開始時の価額が
宅地の価額の15%以上なら除外されないことを確認したか 相続開始時 資産の種類・数量・価額の明細書

貸付事業用の3年縛り 相続開始前3年以内に新たに貸付事業の用に供された宅地ではな
いか

相続開始前3年 賃貸借契約書、不動産所得の申告

貸付事業用の3年縛り 3年以内でも、相続開始の日まで3年を超えて特定貸付事業（準事
業以外の貸付事業）を行っていれば対象に戻ることを確認したか

相続開始の日まで3年超 過去4年分の青色申告決算書（不動産所得
用）の写し

貸付事業の範囲
不動産貸付業・駐車場業・自転車駐車場業・準事業を、特定事業

用として80%減していないか 相続開始の直前 収支内訳書（不動産所得用）

特定同族会社事業用 被相続人等が法人の株式等の50%超を保有していたか 相続開始の直前
発行済株式総数と保有株式数を法人が証
明した書類

特定同族会社事業用 取得者がその法人の役員であるか 申告期限 登記事項証明書、株主総会議事録

特定同族会社事業用 その法人の貸付事業用の宅地をこの区分に入れていないか 相続開始の直前 法人の定款の写し、賃貸借契約書

混在するマンション敷地
自宅部分と賃貸部分がある1棟の敷地を、床面積などで按分して区
分ごとに減額割合を計算したか

相続開始の直前 賃貸借契約書等、床面積の内訳

混在するマンション敷地 全体を特定居住用として80%減額していないか 相続開始の直前 計算明細の検算

特定同族会社事業用宅地等は、法人の株式等の50%超の判定が「相続開始の直前」、取得者が役員であることの判定が「申告期限」と、時点が別です。相続後に取得者を役員へ就任させて要件を満たす余地がある
ため、遺産分割と並行して株主総会の段取りを組みます。駐車場業・自転車駐車場業は事業所得として申告していても、この特例では貸付事業用（200㎡・50%）の扱いです。

テンプレート提供：士業AI（shigyo-ai.com）


